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1. はじめに

皆さまはワーケーション（Workation）とい
う言葉をご存じでしょうか。

仕事（Work）と休暇（Vacation）を併せた
造語で、1 〜 2 か月程度のロングバケーション
の文化が根付く欧米で 2010 年代前半に生まれ
ました。リゾートなどの旅行先でパソコンを開
き、リフレッシュした頭と心で仕事に取り組む
…という新たな働き方（生き方）の 1 つです。

和歌山県では平成 29 年度より全国の自治体
に先駆けてワーケーションの推進に取り組んで
きました。本稿では、和歌山県がワーケーショ
ンに取り組む背景をご説明した後に、これまで
の和歌山県の取組及び全国的な現状を整理しま
して、最後に和歌山県の見据える今後のワー
ケーションの展望をご紹介いたします。

2. 背景

まず日本の働き方改革の取組に目を向けてみ
ますと、平成 28 年度に内閣官房に「働き方改
革実現推進室」が設置され各府省庁から様々な
政策が打ち出されるとともに、各企業において
も試行錯誤されながら対応に追われているとこ
ろです。特に平成 31 年 4 月に施行された労働
基準法の改正により、企業は従業員に年 5 日
以上の有給休暇を取得させることが義務化され
たとともに、令和 2 年 2 月の有効求人倍率は
1.45 倍になり人材確保が一層困難になってき
ていること等を考慮しますと、現在、企業にお
いて働き方改革は喫緊の課題になってきている
といえます。

一方、和歌山県においては、世界遺産「紀伊
山地の霊場と参詣道」熊野古道をはじめとし
て、高野山や白良浜など国内のみならず海外か
らも注目を集める観光資源に恵まれておりま
す。観光立県としての和歌山県への注目は年々
高まってきており、読者数世界 1 位の観光ガ
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イドブックであるロンリープラネットの「Best 
in Travel 2018」に日本で唯一選出（世界で5位）
されるなどの評価を受け、令和元年度の和歌山
県の観光客数は入込客総数及び外国人宿泊者数
ともに過去最高となっています。

あわせて、和歌山県の特徴として企業誘致に
も非常に力を入れており、特に紀南地域におい
ては IT 企業の誘致を進めていました。平成 27
年度に（株）セールスフォース・ドットコム社
が総務省「ふるさとテレワーク推進のための地
域実証事業」を活用し白浜町の IT ビジネスオ
フィスにサテライトオフィスを整備された事
を契機に IT 企業の進出が進みました。現在は
白浜町営の第 1・第 2IT ビジネスオフィスは満
室の状況となっており、IT 企業の集積地とし
て全国的に注目を集めています。また、その状
況を踏まえて、和歌山県では白浜町とともに民
間不動産事業者（オーエス（株））に財政補助
をする形で民設民営の IT オフィス「Anchor（ア
ンカー）」の整備を進めており、今後も引き続
き IT 企業の誘致を強力に推進していく予定で
す。

これら都市部企業側の働き方改革への問題意
識と和歌山県のそれぞれの施策を結びつけるこ
とができないかと考え、平成 29 年度から和歌
山ワーケーションプロジェクトを開始しまし
た。具体的に申し上げると、都市部企業として
は、テレワークを活用し働き方改革の一環で恵
まれた観光資源を有する和歌山県で普段どおり
の業務を行うことで、よりリフレッシュした頭
と心で業務に打ち込めてイノベーション創出の
機会となり、また IT 企業の集積地である紀南
地域を視察しながら空いた時間に業務を行った
り週末に観光を行うことが可能となります。一
方で、地域側では「関係人口の創出」という観
点から、誘客や都市部とのコラボレーションが
生まれる可能性もあるなど、ワーケーションが
企業と地域の双方にとってメリットのある取組
になればと考えています。

関係人口とは、政府の「第 2 期まち・ひと・
しごと創生総合戦略」において「地域外から
地域の祭りに毎年参加し運営にも携わる、副
業・兼業で週末に地域の企業・NPO で働くな
ど、その地域や地域の人々に多様な形で関わる
人々」と記されています。様々な地域との人脈
形成や課題解決に協力いただくことで、地域で
の消費喚起だけでなく、地方創生にも資する取
組が生まれる土壌を作り、可能であれば常勤用
のサテライトオフィスの整備や移住定住にも繋
がるような入口として、ワーケーションの推進
を展開しています。

3. 和歌山県の取組

次に、これまでの和歌山県の具体的な取組に
ついて、特に昨年度（令和元年度）に取り組ん
だ事業を中心にご説明いたします。
①コレクティブ・インパクト・リーダーシップ
研修（CIL）

総務省「関係人口創出・拡大事業」を活用し、
和歌山県と協定を締結している（株）日本能
率協会マネジメントセンターに委託する形で、
ワーケーションを活用した「地方創生研修」を
実施しました。

首都圏企業に勤める 15 名が受講者として参
加し、令和元年 10 月〜令和 2 年 2 月までの
5 か月間で、東京での研修 2 回、和歌山県田
辺市での研修 2 回及び最終発表を行いました。
研修のテーマは田辺市が平成 28 年度より取り
組んでいる「たなべ未来創造塾」の卒業生 3
名にご協力をいただき、「虫食い材（あかね材）
のブランディング」「地域食材を活用したユニー
クな自社商品の開発」「伝統工芸（表具）を継
承するための新規事業の開発」とし、受講者は
各テーマごとにグループに分かれてフィールド
ワークや議論を進めました。

普段は首都圏企業に勤める受講者が、地域の
抱える課題に向き合い新規ビジネスの創出のた



6 経済情報

めに地域の皆さんと共に議論を深める機会とな
り、新たな地域と都市部の関係性の 1 つのモ
デルが生まれる事業となりました。
②親子ワーケーション

令和元年 8 月 22 日（木）〜 24 日（土）に
親子ワーケーションイベントを開催しました。
平成 30 年度に引き続いて 2 回目の開催で、首
都圏から 8 組 23 名の家族が参加し白浜町・串
本町で 2 泊 3 日の行程でワーケーションを体
験いただきました。

この親子ワーケーションの行程の中では、子
ども向けのアクティビティの時間の裏に親御さ
ん向けのワークの時間を設けました。子ども達
がアドベンチャーワールドを満喫している時
に親御さんは白浜町の IT ビジネスオフィス内
にある三菱地所の「WORK × ation site 南紀白
浜」で仕事をする、串本町の海中公園で海の生
き物バックヤードツアーをしている時には串本
町のグランピング施設で仕事を行うなどによ
り、子ども同士は友達ができて夏の和歌山県を
楽しみながら親御さんは非日常感を味わうこと
のできる環境で業務を行い、夜は皆さんでバー
べキュー等を通して一日の思い出を共有する時
間も設けることができました。

参加された方からは「子供だけの参加プログ
ラムだと、子供が大人しくなったりして難しい。
朝夜は親も一緒なので安心できる。」「いつもど
おり仕事は進んでいるのに、帰ってみると楽し
い家族旅行の思い出ばかりというのは不思議な
感覚だった。」といったフィードバックをいた
だきました。
③和歌山ワーケーションネットワークスの創設

平成 29 年度以降のワーケーション事業によ
り、3 か年で 900 名を超える方が和歌山県で
ワーケーションを実施されており、その数は
年々右肩上がりで増えています。

このような実施企業のワーケーションの行程
は、いわゆるリゾートでのワークを目的にされ
ている場合や、地域貢献活動や CSR 活動にご

関心がある場合、新事業開発に向けて和歌山
県への進出 IT 企業との意見交換を希望される
場合など、十人十色ならぬ十社十色になって
います。また和歌山県内の事業者においても、
積極的にワーケーション実施者向けのサービ
スを開始されるなど首都圏企業の多様なニー
ズにマッチする取組が日ごとに生まれている
状況です。

そこで和歌山県では、令和 2 年 1 月から「和
歌山ワーケーションネットワークス」登録制度
を開始しました。和歌山県内でワーケーション
向けのサービスを提供する事業者をカテゴリー
ごとに登録させていただくことで、県内の受入
体制を整理して PR する事業です。カテゴリー
は「コーディネート」「宿泊施設」「ワークプレ
イス」「アクティビティ」の 4 種類を設けました。
これにより、首都圏企業はネットワークスに登
録されているサービスを網羅的に比較検討して
行程を組むことができ、自社の目的に応じて柔
軟に利用施設を選択することができます。また
コーディネート事業者も設けているため、和歌
山県のワーケーションに精通した旅行業者が企
業のニーズを聞いた上でオーダーメイドで行程
を作成して顎足枕
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全てを手配することも可能で
す。

令和 2 年 1 月〜 2 月に県内で募集を行い、
令和 2 年 6 月の公表時には、53 事業者の 81
サービスが登録されました。
④ワーケーション自治体協議会の創設について

これまでご紹介しましたとおり、和歌山県で
は平成 29 年度からワーケーションの推進に取
り組んできましたが、現在は類似の取組が北は
北海道、南は沖縄まで全国的に見られるように
なってきました。どの自治体も、それぞれの強
みを活かした魅力的な取組を展開されています
が、それらの情報を統一的に収集できる場がな
いために、ターゲットである都市部企業側とし
ても情報収集に苦慮しているような状況でし
た。また各自治体それぞれの広報だけでは、社
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会的な波及効果が弱いために、ワーケーション
という概念自体を社会に浸透させることにも限
界がありました。

そこで令和元年 7 月に、和歌山県は、長野
県及び（一社）テレワーク協会とともに「ワー
ケーション・スタートアップ !」というイベン
トを東京で開催し、全国の自治体に向け、ワー
ケーションに関する統一的な情報発信を目的と
した「ワーケーション自治体協議会」の立ち上
げに向けた呼びかけを行いました。その後、令
和元年 11 月に、呼びかけに賛同した 65 団体
とともに「ワーケーションフェスタ in アキバ」
を東京で開催し、正式に「ワーケーション自治
体協議会（Workation Alliance Japan）」が創設
されました。会長は会員互選により和歌山県の
仁坂知事が拝命しました。

現在、ワーケーション自治体協議会は会員数
が 89 団体（令和 2 年 6 月末時点）となりまし
て、Facebook の公式ページで会員自治体での
報道発表を一元的に確認できる投稿や、全国の
会員自治体の取組や魅力を写真付きで紹介する
投稿などを行っています。

4. 今後のワーケーションの展望について

これまで和歌山県における令和元年度事業を
紹介してきましたので、最後にワーケーション
の今後の展望をお話しいたします。

都市部企業においてワーケーションを導入す
るためには、場所にとらわれない働き方ができ
るためのインフラが必要です。インフラとは業
務用パソコンやネットワーク、各種システム（勤
怠管理システム等）の導入だけではなく、人事
制度（服務規程）上でオフィス以外でのテレワー
クが認められていることも重要です。都市部企
業でも、これらのインフラが整っていないため
にワーケーションの導入に二の足を踏まれてい
るケースも多くありました。

しかし、昨今の新型コロナウイルス感染症の

世界的な感染拡大により、図らずも都市部企業
を中心にテレワークによる在宅勤務が普及しま
した。これにより企業がオフィス以外で働く社
内インフラが進んだことは、新型コロナウイル
スにより大打撃を受けた和歌山県内経済にとっ
ても、今後のＶ字回復に向けた契機の１つとな
ると考えています。

ワーケーションは物理的な人の移動が前提で
あるために、外出自粛要請下ではなかなか実施
することが難しい状況でした。しかし、上記の
とおりテレワークが社会に浸透し新型コロナウ
イルスが収束に向かう中で、オフィスに限らず
旅行先や観光地、帰省先等、場所にとらわれる
ことなく仕事を行おうという機運が都市部を中
心に高まってきていると肌身で感じておりま
す。また政府の新型コロナウイルスの経済対策
で官民一体型の消費喚起キャンペーンが盛り込
まれていることもワーケーションの追い風にな
ることを期待しております。

今後ワーケーションが全国的なトレンドに
なった際に全国津々浦々の施設の中から和歌山
県を選んでいただくため、和歌山県としてもこ
れまで先進的に取り組んできたノウハウや繋が
りを発揮して周知広報や独自の取組を展開して
まいります。また全国的な普及展開においても、
中心的な役割を担っていきます。

引き続き「ワーケーションといえば和歌山県」
のブランディングに尽力してまいりますので、
皆さまご理解ご協力のほどをよろしくお願いい
たします。




